「精神衛生法」草案の改正に関する意見
——イネーブル障害学研究所
第一章　総則

第2条【本法の適用範囲】「精神障害者のリハビリテーションに関する活動を推進する」から「精神障害者のリハビリテーション及び社会における受け入れに関する活動」に拡大し、本法を適用する。
第5条【差別反対と保護】「障害者の権利に関する条約」を参照し、「差別」に対して明確な定義を設けると共に、差別を受けた精神障害者の権利救済を図るための保障制度を確立しなければならない。
三、精神衛生に関する業務に従事する監督官庁について、草案には、明確な規定を設けていないほか、官庁の職責に対する規定も非常に曖昧であり、政府機関の職責と法的責任との間で齟齬が極めて生じやすい。
草案には、監督管理制度に対して、明確な説明を設けていない。我々は、精神衛生に関する監督管理制度には、司法手続きと司法手続きの監督管理、医療制度、精神病のリハビリテーションと社会福祉制度があると考えている。
総則部分では、監督管理に関する制度を構築し、関係業務に対する政府、社会、専門家による検査と監査を認めるよう明確に示す必要がある。
第二章　精神障害の予防
第18条に「社会的弱者へのサービスに従事するソーシャルワーカー（以下、「ソーシャルワーカー」と総称する）は、精神障害者のプライバシーを尊重し、秘密を保持しなければならない」とする条項を追加し、相応の法的責任を規定することを提言する。
第23条【精神障害が疑われる者の受診】に関する改正の提言は、次のとおりである。

立法においては、適正な受診勧告制度を確立する必要があるが、受診勧告を受けた者は精神病患者や精神病の疑いがある患者であると単純に仮定すべきではない。正当な受診勧告手続きを欠く場合は、受診勧告を受けた者全てが精神病患者であるとみなされるに等しく、医療従事者はこの仮定の下で鑑定を行うおそれがある。
第32条【精神障害が疑われる者の違法行為に関する処罰】に関する改正の提言は、次のとおりである。
精神障害が疑われる者が違法行為により取調べを受ける場合には、指定の弁護士又は司法ソーシャルワーカーが立ち会わなければならない。
精神障害が疑われる者が法に基づき人身の自由の制限を受けた場合には、直ちに司法鑑定を実施しなければならない。鑑定の結果、人身の自由の制限が適切でなかった場合は、その他の措置に変更し、監督管理を行わなければならない。
第36条【強制医療措置】に関する改正の提言は、次のとおりである。
……拘束や隔離等の保護的な医療措置を実施する場合には、必ず診断基準と治療ガイドラインを遵守すると共に、実施から24時間以内に後見人に告知しなければならない。
第42条【プライバシー権の保護】に関する改正の提言は、次のとおりである。
患者及び家族の情報に限り「開示」を禁じているが、プライバシー権の保護としては不十分であり、検索制限の追加を提言する。
第四章　精神障害者のリハビリテーション
第51条【精神障害者の就業権】に関する改正の提言は、次のとおりである。
雇用者は、精神障害者の実態に応じて、就業指導員を配置し、精神障害者が能力に応じた業務に従事できるように支援し……。
また、「就業指導員の給与は、障害者就業保障金の中から優先的に支出する」とする条項を追加すべきである。
第六章　法的責任
第64条：【法的責任】に関する改正の提言は、次のとおりである。

「精神疾患のない者を精神障害者として医療機関に強制入院させた場合」について、法的責任を負わなければならない行為であると規定し、前置の「故意」の主観的条件を削除すべきである。
第七章　附則部分
第74条【精神障害の定義】に関する改正の提言は、次のとおりである。
精神障害と重度の精神障害の定義が極めて漠然としており、精神障害の範囲や参考にした根拠が示されていない。
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